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税務訴訟資料 第２６３号－２８（順号１２１５２） 

東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求控訴事件 

国側当事者・国（上尾税務署長） 

平成２５年２月２１日棄却・上告・上告受理申立 

（第一審・東京地方裁判所、平成● ●年（○○）第● ●号、平成２０年２月８日判決、本資料２５

８号－３２・順号１０８９０） 

 

判 決 

控訴人        甲 

同訴訟代理人弁護士  長谷川 健 

同          細川 健夫 

同訴訟復代理人弁護士 佐々木 達郎 

被控訴人       国 

同代表者法務大臣   谷垣 禎一 

処分行政庁      上尾税務署長 

           田中 隆幸 

同指定代理人     長澤 範幸 

同          菊池 豊 

同          箕浦 裕幸 

同          竹田 富雄 

同          馬田 茂喜 

同          大平 学 

 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は、控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由  

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 上尾税務署長が控訴人に対し平成１５年７月９日付けでした、控訴人の平成１０年分の所得税

の更正処分のうち、総所得金額９２２万３４８３円、還付金に相当する税額４５万９２００円を

下回る部分及び重加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも平成１５年１１月５日付け異議決定

（以下「本件異議決定」という。）及び平成１７年１１月１６日付け審査裁決（以下「本件裁決」

という。）により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

３ 上尾税務署長が控訴人に対し平成１５年７月９日付けでした、控訴人の平成１１年分の所得税

の更正処分のうち、総所得金額９８０万９３３９円、還付金に相当する税額４５万８４００円を

下回る部分及び重加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも本件異議決定及び本件裁決により一

部取り消された後のもの）を取り消す。 
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４ 上尾税務署長が控訴人に対し平成１５年７月９日付けでした、控訴人の平成１２年分の所得税

の更正処分のうち、総所得金額１０９０万５３４８円、還付金に相当する税額２０万６０４０円

を下回る部分及び重加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも本件裁決により一部取り消された

後のもの）を取り消す。 

５ 上尾税務署長が控訴人に対し平成１５年７月９日付けでした、控訴人の平成１３年分の所得税

の更正処分のうち、総所得金額７７２万７５５０円、還付金に相当する税額３０万５４２０円を

下回る部分及び重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、知的障害者更生施設Ａ学園（以下「Ａ学園」という。）を運営する社会福祉法人Ｂ（以

下「Ｂ」という。）の理事長であった控訴人が、原判決別表１ないし４記載のとおり、控訴人の

平成１０年分から平成１３年分まで（以下「本件各係争年分」という。）の所得税の各確定申告

（以下「本件各確定申告」という。）を行ったところ、控訴人において原判決別紙「本件各工事

の状況」記載の各請負工事（以下「本件各工事」という。）に係る工事代金名目で不正に領得し

た雑所得があり、また、事実を隠ぺい又は仮装して本件各確定申告をしたなどとして、処分行政

庁である上尾税務署長が平成１５年７月９日付けで本件各係争年分についてそれぞれ更正処分

（以下「本件各更正処分」という。）及び重加算税の賦課決定処分（以下「本件各賦課決定処分」

という。）をしたことに対し（ただし、本件異議決定又は本件裁決により、これらの一部が取り

消されている。）、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分の違法を主張して、これらの取消しを

求める事案である。 

控訴人は、原審では、本件各更正処分のうち本件各確定申告に係る総所得金額及び還付金に相

当する税額を下回る部分及び本件各賦課決定処分（ただし、本件異議決定又は本件裁決により一

部取り消された後のもの）の取消しを求めていたが、当審において、本件各更正処分のうち平成

１３年７月９日付け又は平成１５年６月１０日付けの更正処分に係る総所得金額及び還付金に

相当する税額を下回る部分及び本件各賦課決定処分（ただし、本件異議決定又は本件裁決により

一部取り消された後のもの）の取消しを求める旨に請求を減縮した。 

２ 原審は、控訴人が、本件各係争年分において、実体を欠くにもかかわらず、Ａ学園親の会又は

Ｂに対する貸付金又は債権の弁済等の名下に、親の会の会長又は会計名義の預金の払戻しを受け

て不法に領得したものがあり、これらの金員は本件各確定申告における総所得金額の計算上、雑

所得に含まれ、また、これらの事実を隠ぺい又は仮装する行為をしたとして、本件各更正処分及

び本件各賦課決定処分は適法であると判断し、控訴人の請求を棄却した。 

３ 本件の前提事実、争点及び争点に関する当事者双方の主張は、次のとおり原判決を補正し、後

記のとおり当審における主張を付加するほか、原判決「事実及び理由」欄の「第２ 事案の概要」

の１ないし４に記載されたとおりであるから、これを引用する。 

(1) 原判決１０頁１１行目の「１０月２３日」を「１０月２７日」に改め、同１６頁末行末尾

の次及び３６頁９行目末尾の次に「（ただし、本件異議決定又は本件裁決により一部取り消さ

れた後のもの）」をそれぞれ加える。 

(2) 原判決３１頁１０行目の「別表６順号２０」を「別表６順号２１」に改め、同３８頁末行

から３９頁２行目にかけての「また、この前提として、原告がこの点を争うことが時機に後れ

た攻撃防御方法であり許されないか。」を削る。 

(3) 原判決４１頁１３行目の「原告は、」から２０行目の「イ 」まで、同４６頁１６行目の「原
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告が、」から４７頁６行目まで及び同７行目の「イ 上記アの点をおくとしても、以下のとお

りであり、」をそれぞれ削り、同４３頁２行目の「ウ」を「イ」に、同１６行目の「エ」を「ウ」

に、同５２頁１０行目の「ウ」を「イ」にそれぞれ改める。 

(4) 原判決５３頁４行目の「同１１年中に」を「平成１１年から平成１２年にかけて」に、同

７行目の「平成１１年分」を「平成１１年分及び平成１２年分」に、同６２頁２行目の「保守

工事代金」を「補修工事代金」にそれぞれ改める。 

(5) 原判決７１頁７行目の「前記(ウ)及び(エ)」を「前記イ及びウ」に、同１６行目の「５６

万７５００円」を「３６万７５００円」にそれぞれ改める。 

(6) 原判決７９頁末行の「本件寄附口口座又は親の会」を「Ｂ又は親の会」に、同８０頁１７

行目の「５６万７５００円」を「３６万７５００円」にそれぞれ改める。 

(7) 原判決８３頁１２行目から１３行目にかけての「ＡＡ●●の１」を「ＡＡ●●０１２」に、

同１３行目の「ＡＡ●●０１３３」を「ＡＡ●●０１３」に、同１５行目の「ＡＡ●●０１０

９」を「ＡＡ●●０１０」にそれぞれ改める。 

４ 当審における主張 

(1) 控訴人の主張 

ア 本件出納簿について 

本件出納簿は、日々の金銭の入出金を記録したものではない。その入金欄及び出金欄の記

載は、控訴人が、平成１３年５月ころ、Ｏから説明を受けた支払済み工事代金の内訳及び代

金額に基づき、かつ、Ｏから交付された領収書類が、架空工事代金や水増し工事代金である

とか、偽造文書であるなどとは夢にも思わずに、Ｏの説明を事実と信じて、本件寄附口口座

の入出金の状況とＡ学園の工事費や物品購入費の支払時期とをなるべく関連付ける形で作

成したものである。そうすると、通帳の入出金と本件出納簿の記載が一致しているからとい

って、それ以外の記載が事実に合致しているという理由にはなり得ない。したがって、本件

出納簿に記載があるというだけで、実際には存在しない現金の移動を前提として所得認定を

した本件各更正処分は違法である。 

イ 本件９０００万円手形による貸付けについて 

控訴人は、Ｏに騙されて、平成１０年７月１７日、Ｂの未払工事代金又は追加工事代金の

支払のために本件９０００万円手形を振り出し（その後、Ｏに迫られて本件Ｅ学園手形に切

り替えた。）、その手形を決済することにより上記工事代金の支払等に充てる趣旨でＢに貸し

付けたのであり、本件寄附口口座からその返済を受けていた平成１３年まで、ＢにＯのいう

工事代金の未払があるものと信じて疑わなかった。 

ウ 本件寄附口口座の法的性質について 

(ア) 本件寄附口口座は、親の会に帰属する。すなわち、銀行預金契約は消費寄託契約であ

ることから、本件寄附口口座の名義人である親の会（法人格なき社団）と銀行がその消費

寄託契約の当事者であること、現在も乙会長らが本件寄附口口座を親の会のものとして使

用し、入出金を繰り返していること、控訴人は同口座の預金通帳と印鑑を所持していたも

のの、親の会の乙会長もキャッシュカードを持って預金の出し入れを行っていたのであり、

控訴人は、乙会長の指揮監督の下で親の会の預金の出納事務を代行していたことにより、

明らかというべきである。そして、控訴人は、親の会の乙会長との間で、控訴人がＡ学園

に建設費として貸し付けた金員を、寄附金が入金され次第、順次控訴人に返済する方法に
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より、Ａ学園の建設費の一部を本件寄附口口座の預金から支弁する旨及び施設関連物品を

本件寄附口口座の預金で購入してＢに寄附する旨の合意を遂げ、その合意に基づいて同口

座の預金を引き出したのであるし、しかも、Ｏらによって水増しされた工事代金相当分が

控訴人に環流したことはないから、控訴人が不当に利得した事実はない。 

他方、本件寄附口口座が別件刑事判決の認定のとおり、Ｂに帰属するものであるとすれ

ば、控訴人は、理事長の地位と権限に基づいて同口座の預金通帳及び印鑑を管理し、その

入出金を行っていたものであるから、同口座からの出金ないし資金移動は、Ｂの意思に基

づくものであって、Ｂが控訴人に利得を与えたものとみるのが相当である。そうすると、

仮にその資金移動に不正な目的があったとしても、Ｂの理事長であった控訴人が領得した

金員は、給与所得（賞与）に該当することになり、他方で、Ｂの金員を自らに不法に贈与

したものと解すれば、一時所得に該当することになるから、いずれにせよ雑所得というこ

とはあり得ない。 

なお、本件で問題とされた本件寄附口口座からの金員引き出しは、平成１０年８月３１

日以降のものであるが、この引き出しの時点においては、本件寄附口口座内にあった金員

は、入所予定者ではなく既に入所した利用者の保護者らが入金した寄附金であったから、

被控訴人の主張するように、Ｂの金員と親の会の金員が混和された状態にあったというこ

とはないし、そもそも銀行口座の中にいろいろな金員が混和されたために、その預金の帰

属が判別不能になるということ自体、法的にあり得ないことである。 

(イ) 控訴人は、本件において、本件寄附口口座が親の会に帰属することを前提として行わ

れた本件各更正処分等の取消しを求め、その上で、本件寄附口口座が親の会に帰属すると

いう被控訴人の主張は、別件刑事事件の前提に照らし、禁反言の原則に反して許されない

こと、本件寄附口口座がＢに帰属するとすれば、控訴人の領得は給与所得に該当するから、

雑所得として課税している本件各更正処分等は違法であることを選択的に主張するもの

である。すなわち、控訴人は、相互に両立しないところの、被控訴人による本件寄附口口

座が親の会に帰属することを前提とする主張とＢに帰属することを前提とする主張のう

ち、前者について、被控訴人の主張は禁反言の原則に反するから、本件各更正処分等が違

法である旨の反論を行っているのである。このように、控訴人は、被控訴人による相互に

両立しない主張に対し、選択的に反論を行っているのであり、本件寄附口口座が親の会に

帰属することを争わない意思を表明しているものではない。したがって、控訴人による本

件寄附口口座が親の会に帰属するという主張は、相手方の主張する自己に不利益な事実を

認めて争わない旨の意思を表明する陳述ではなく、裁判上の自白に該当しない。 

仮にそうではないとしても、税額は、所得を基準に税率を乗じて決定されることから、

所得の決定要素である収入金額と必要経費に課税要件事実が集約されるとして、収入金額

と必要経費が主要事実であるとも考えられ、そうであるとすれば、本件寄附口口座の帰属

先についての事実は課税処分取消訴訟における主要事実とはならないから、控訴人の上記

主張について裁判上の自白は成立しない。 

エ 被控訴人の予備的主張について 

被控訴人は、後記のとおり、控訴人の経済的利得が給与所得（認定賞与）に該当するとし

た場合の予備的主張をするが、控訴人はそもそも本件寄附口口座から何ら不当な利益を得て

いないから、認定賞与を課税されるいわれはない。仮に控訴人がＢに帰属するとされる本件
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寄附口口座から何らかの利得を得ていたとしても、その所得が発生したのは平成１０年から

平成１３年までの間であるから、既に消滅時効にかかっている。 

また、この主張は、課税理由を予備的に追加しようとするものであり、裁判所に行政庁た

る税務署の仕事を肩代わりさせるに等しい無責任な主張であって、法律課税の原則違反、ひ

いては三権分立の原則に反する訴訟の遂行となり、許されるべきではない。 

オ 本件寄附口口座の帰属に関する被控訴人の主張について 

控訴人に対する別件刑事判決は、本件寄附口口座がＢに属することを前提に刑罰を科した

のであるが、本件各更正処分等ないし被控訴人の主張は、これと全く異なり、同口座が親の

会に属するという前提に立つものである。国の個人に対する各処分が、その場面ごとにご都

合主義的に真っ向から矛盾する主張をすることは、同一事案に対する国家権力の行使方法と

して極めて信義に反し、禁反言の原則に反するから許されないものというべきである。被控

訴人（国）は、本件寄附口口座がＢに帰属することを前提として控訴人に刑罰を科したので

あるから、課税の場面においてもそれを覆すことは許されない。 

(2) 被控訴人の主張 

ア 本件出納簿について 

本件出納簿は、控訴人が本件寄附口会計に入金された金員の具体的な使途状況を対外的に

証明するために作成したものであり、控訴人が出入金の状況を確認するために作成した点に

おいては正確なものにほかならない。また、本件各工事の工事代金に係る領収書の中には、

控訴人の筆跡と酷似した筆跡で作成された建設工事請負契約書や、控訴人が通帳及び印鑑を

管理していたＪ社への振込依頼書もあることからすれば、Ｏの偽造領収書類を真正なものと

信じていた旨の控訴人の主張は、事実に反する。 

イ 本件９０００万円手形による貸付けについて 

仮に、控訴人が未払工事代金又は追加工事代金があったと誤信して本件９０００万円手形

を振り出したとしても、現実に未払工事代金等は存在しなかったのであるから、同手形の振

出しは親の会又はＢと何ら関係がなく、その返済名下に本件寄附口口座から金員を払い戻し

ていた行為は、控訴人の個人的な損害を親の会又はＢの金員をもって穴埋めしていたものと

評価せざるを得ないところであり、これによって得た経済的利益は雑所得として認定される

ことになる。 

ウ 本件寄附口口座の法的性質について 

(ア) 本件寄附口口座に預け入れられていた金員は、その大半が施設入所予定者の保護者か

ら振込入金された寄附金であるが、保護者らとしては、拠出した金員をＡ学園の施設運営

のために使用し又はＢに寄附することを条件として、親の会に対し信託的に譲渡したので

あり、親の会の会長である乙会長も、寄附金が適正に使用されるものと信じて、その管理

や運用を控訴人に任せていた。ところが、控訴人は、その約半額のみについてＡ学園名義

の領収証を発行して法人本部会計の寄附金台帳等に記載したものの、残りの約半額につい

ては、親の会名義の寄附受領証が作成されたのみで、本部会計の収入として経理処理しな

かった。本件寄附口口座には、このように親の会に対し信託的に帰属していた金員のほか、

控訴人が本件会費口口座（親の会に帰属する。）から詐取した金員、控訴人が保護者らか

ら詐取した金員が混在していた。 

もっとも、寄附金の募集主体が形式上は親の会であるとはいえ、実質的にはＢであると
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解する余地もあり、そうであるとすれば、これはＢに帰属し又は帰属すべき金員といえる

とする余地もなくはない。しかし、親の会は、Ｂとは別個の独立した組織であり、入所予

定者の保護者からの寄附金の約半額は、入所から半年以内に退所する者に返還するために、

親の会としてしばらく保管されていたこと、Ｂは本件寄附口口座の金員を自由に処分でき

ないことなどからして、この点を考慮したとしても、本件寄附口口座は、親の会に帰属す

るものというべきである。 

控訴人は、その上で、平成１０年２月から平成１３年３月にかけて、架空貸付金の返済

や架空工事代金の支払などを装って本件寄附口口座から払い戻して、本件寄附口会計の現

金勘定に入金された金員を延べ８２回にわたって取得し、これらを不法に領得していたの

である。控訴人の本件に係る経済的利得は、その頻度や態様等に照らし、一時的偶発的な

利得といった一時所得の性質を有していないことが明らかであることはもとより、控訴人

はＢが処分権限を有しない金員を不正に取得したことからして給与所得としての認定も

できず、雑所得に区分されるべきものである。 

(イ) 控訴人は本件寄附口口座が親の会に帰属することを主張したから、この事実について

裁判上の自白が成立する。 

すなわち、課税処分取消訴訟における主要事実は、所得金額や個々の収入・経費の金額

ではなく、その発生原因である具体的事実（所得発生原因事実）であり、本件においては、

本件寄附口口座の帰属先が親の会であるかＢであるかによって、控訴人の不法利得に係る

所得区分が雑所得に該当するか給与所得に該当するかが異なることになるし、本件寄附口

口座が親の会に帰属するとの事実は、本件各更正処分等の適法性を基礎付けるものである

から、控訴人に不利な事実である。したがって、本件寄附口口座の帰属先についての事実

は本件訴訟における主要事実であり、この点について、控訴人及び被控訴人の主位的主張

はいずれも親の会であるということで一致している。 

エ 控訴人の経済的利得が給与所得に該当するとした場合の予備的主張について 

仮に本件寄附口口座がＢに帰属し、控訴人が同口座から不正に領得した金員について、Ｂ

がＢの意思に基づき控訴人に支払ったものと同視できるとすれば、当該経済的利得は、所得

税法２８条１項に規定する給与所得（賞与）に該当し、その場合、本件各係争年分について

控訴人の納付すべき税額等は、以下のとおりとなる。 

なお、これを前提とした場合においても、控訴人が本件寄付口口座から不正に領得した金

員を、Ａ学園の施設等の工事代金として業者に支払ったものと仮装したり、Ａ学園に対する

立替金の返済であるとして不正に領得するなどして、自己に帰属すべき所得を隠ぺいした事

実に変わりはなく、控訴人は、この隠ぺい事実に基づいて本件各係争年分に係る所得税額の

一部を過少に申告していたのであるから、控訴人が新たに納付すべき税額を基礎として、重

加算税が課されることになる。 

（平成１０年分） 

① 総所得金額 ２８００万９７２５円 

次のａの金額からｂの金額を控除した金額である（所得税法２８条２項、２２条２項）。 

ａ 給与等の収入金額 ３１２７万３３９５円 

前記第２の３の前提事実（引用に係る原判決「事実及び理由」欄の第２の２(1)に本

件各更正処分の根拠として記載された金額等をいう。以下、この項目においては、この
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意味で用いる。）の給与等の収入金額１１４９万８４０４円に、Ｂが控訴人に対して支

払った臨時的給与１９７７万４９９１円（前提事実記載の雑所得の金額と同額）を加え

た金額である。 

ｂ 給与所得控除の金額 ３２６万３６７０円 

ａの金額を基に、所得税法２８条３項の規定に基づいて算出した金額である。 

② 所得控除の額の合計額 ４４５万１５５３円 

前提事実記載のとおり 

③ 課税される総所得金額 ２３５５万８０００円 

所得税法８９条２項の規定に基づき、上記①の総所得金額から上記②の所得控除の額の

合計額を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未

満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

④ 納付すべき税額（還付金相当額） －４３万６４９６円 

次のａの金額からｂ及びｃの各金額を控除した後の金額である。 

ａ 課税される総所得金額に対する税額 ６３９万３２００円 

上記③の金額に、所得税法８９条１項の規定による税率を適用して算出した金額であ

る。 

ｂ 特別減税額 ９万５０００円 

前提事実記載のとおり 

ｃ 源泉徴収税額 ６７３万４６９６円 

前提事実記載の給与所得に係る源泉徴収税額９６万０２００円に、上記臨時的給与に

ついてＢが源泉徴収すべき税額５７７万４４９６円を加えた金額である。 

⑤ 重加算税 ０円 

平成１０年分の所得税について、控訴人が新たに納付すべき税額は、上記④の－４３万

６４９６円（還付金相当額）と本件平成１０年分更正処分前の税額－４５万９２００円（還

付金相当額）との差額２万２７０４円であるが、国税通則法施行令２７条の規定に基づく

過少申告加算税を課さない部分の税額（平成１０年分確定申告書に記載した納付すべき税

額－３２万４３００円と本件平成１０年分更正処分前の税額－４５万９２００円との差

額１３万４９００円）の範囲内の金額となることから、国税通則法６８条１項に規定する

「過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額」は生じないため、重加算税の金額に

ついても生じない。 

（平成１１年分） 

① 総所得金額 ３１７８万６１３６円 

次のａの金額からｂの金額を控除した金額である。 

ａ 給与等の収入金額 ３５２４万８５６５円 

前提事実記載の給与等の収入金額１２１１万５０９４円に、Ｂが控訴人に対して支払

った臨時的給与２３１３万３４７１円（前記前提事実記載の雑所得の金額と同額）を加

えた金額である。 

ｂ 給与所得控除の金額 ３４６万２４２９円 

ａの金額を基に、所得税法２８条３項の規定に基づいて算出した金額である。 

② 所得控除の額の合計額 １０９６万３２５８円 
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次のａないしｄの金額の合計額である。 

ａ 医療費控除の金額 ４２万２８４２円 

前提事実記載のとおり 

ｂ 寄付金控除の金額 ７９３万６５３４円 

平成１１年分における控訴人のＢに対する特定寄附金の金額１２１９万４４６６円

が、控訴人の平成１１年分の総所得金額３１７８万６１３６円の１００分の２５に相当

する金額７９４万６５３４円を超えるため、７９４万６５３４円に、所得税法７８条１

項の規定を適用して算出した金額である。 

ｃ 扶養控除の金額 １４４万円 

前提事実記載のとおり 

ｄ ａないしｃ以外の所得控除の金額 １１６万３８８２円 

前提事実記載のとおり 

③ 課税される総所得金額 ２０８２万２０００円 

所得税法８９条２項の規定に基づき、上記①の総所得金額から上記②の所得控除の額の

合計額を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未

満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

④ 納付すべき税額（還付金相当額） －２６万５６３０円 

次のａの金額からｂ及びｃの各金額を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１９条

１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ａ 課税される総所得金額に対する税額 ５２１万４１４０円 

上記③の金額に、所得税法８９条１項の税率（負担軽減法４条の特例を適用したもの）

を乗じて算出した金額である。 

ｂ 定率減税額 ２５万円 

前提事実記載のとおり 

ｃ 源泉徴収税額 ５２２万９７７０円 

前提事実記載の給与所得に係る源泉徴収税額９３万６８００円に、上記臨時的給与に

ついてＢが源泉徴収すべき税額４２９万２９７０円を加えた金額である。 

⑤ 重加算税 ７０００円 

平成１１年分の所得税について、控訴人が新たに納付すべき税額は、上記④の－２６万

５６３０円（還付金相当額）と本件平成１１年分更正処分前の税額－４５万８４００円（還

付金相当額）との差額１９万２７７０円であるが、これから、国税通則法施行令２７条の

規定に基づく過少申告加算税を課さない部分の税額（平成１１年分確定申告書に記載した

納付すべき税額－２９万４９８０円と本件平成１１年分更正処分前の税額－４５万８４

００円との差額１６万３４２０円）を控除した金額２万円（ただし、国税通則法１１８条

３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、国税通則法６８条１項の

規定に基づき、１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（平成１２年分） 

① 総所得金額 ２６８８万３８１６円 

次のａ及びｂの金額の合計額である。 

ａ 給与所得の金額 ２５６４万０６１６円 
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次の(a)の金額から(b)の金額を控除した金額である。 

(a) 給与等の収入金額 ２８７７万９５９６円 

前提事実記載の給与等の収入金額１１９６万０１５６円に、Ｂが控訴人に対して支

払った臨時的給与１６８１万９４４０円（前提事実記載の雑所得中、親の会から不正

に領得した金額と同額）を加えた金額である。 

(b) 給与所得控除の金額 ３１３万８９８０円 

(a)の金額を基に、所得税法２８条３項の規定に基づいて算出した金額である。 

ｂ 雑所得の金額 １２４万３２００円 

前提事実記載の雑所得中、Ｕからの雑所得の金額と同額である。 

② 所得控除の額の合計額 ７９５万００６６円 

前提事実記載のとおり 

③ 課税される総所得金額 １８９３万３０００円 

所得税法８９条２項の規定に基づき、上記①の総所得金額から上記②の所得控除の額の

合計額を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未

満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

④ 納付すべき税額 ３２万７６００円 

次のａの金額からｂ及びｃの各金額を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１９条

１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ａ 課税される総所得金額に対する税額 ４５１万５２１０円 

上記③の金額に、所得税法８９条１項の税率（負担軽減法４条の特例を適用したもの）

を乗じて算出した金額である。 

ｂ 定率減税額 ２５万円 

前提事実記載のとおり 

ｃ 源泉徴収税額 ３９３万７５６８円 

前提事実記載の給与所得に係る源泉徴収税額８８万４６００円に、上記臨時的給与に

ついてＢが源泉徴収すべき税額３０５万２９６８円を加えた金額である。 

⑤ 重加算税 １７万８５００円 

平成１２年分の所得税について、控訴人が新たに納付すべき税額は、上記④の３２万７

６００円と本件平成１２年分更正処分前の税額－２０万６０４０円（還付金相当額）との

差額５３万３６４０円であるが、これから、国税通則法施行令２７条の規定に基づく過少

申告加算税を課さない部分の税額（平成１２年分確定申告書に記載した納付すべき税額－

１８万８８８０円と本件平成１２年分更正処分前の税額－２０万６０４０円との差額１

万７１６０円）を控除した金額５１万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により

１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、国税通則法６８条１項の規定に基づき、１

００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（平成１３年分） 

① 総所得金額 １４７１万０７７５円 

次のａの金額からｂの金額を控除した金額である。 

ａ 給与等の収入金額 １７２７万４５００円 

給与所得に係る収入金額９９１万９５００円に、Ｂが控訴人に対して支払った臨時的
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給与７３５万５０００円（前提事実記載の雑所得の金額と同額）を加えた金額である。 

ｂ 給与所得控除の金額 ２５６万３７２５円 

ａの金額を基に、所得税法２８条３項の規定に基づいて算出した金額である。 

② 所得控除の額の合計額 ６５７万７３４３円 

次のａないしｃの金額の合計額である。 

ａ 寄付金控除の金額 ３６６万７６９４円 

平成１３年分における控訴人のＢに対する特定寄附金の金額６４４万３７１７円が、

控訴人の平成１３年分の総所得金額１４７１万０７７５円の１００分の２５に相当す

る金額３６７万７６９４円を超えるため、３６７万７６９４円に、所得税法７８条１項

の規定を適用して算出した金額である。 

ｂ 扶養控除の金額 １７７万円 

前提事実記載のとおり 

ｃ ａ及びｂ以外の所得控除の金額 １１３万９６４９円 

前提事実記載のとおり 

③ 課税される総所得金額 ８１３万３０００円 

所得税法８９条２項の規定に基づき、上記①の総所得金額から上記②の所得控除の額の

合計額を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未

満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

④ 納付すべき税額（還付金相当額） －６３万９３９２円 

次のａの金額からｂ及びｃの各金額を控除した金額である。 

ａ 課税される総所得金額に対する税額 １２９万６６００円 

上記③の金額に、所得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

ｂ 定率減税額 ２５万円 

前提事実記載のとおり 

ｃ 源泉徴収税額 １６８万５９９２円 

前提事実記載の給与所得に係る源泉徴収税額５３万７１００円に、上記臨時的給与に

ついてＢが源泉徴収すべき税額１１４万８８９２円を加えた金額である。 

⑤ 重加算税 ０円 

平成１３年分の所得税について、控訴人が新たに納付すべき税額は生じないから、重加

算税も生じない。 

オ 本件寄附口口座の帰属に関する被控訴人の主張について 

別件刑事判決において認定された事実は、本件に係る不法領得行為のうち、控訴人が本件

寄附口口座から平成１１年６月２日に４２０万円及び同月４日に３６７万５０００円の金

員を横領したとの公訴事実に基づく認定であり、これらの寄附金については、Ａ学園名義の

領収証が発行されて法人本部会計の寄附金台帳等に記載されているのであって、正しくＢの

ために業務上預かり保管中の寄附金を横領したと評価することが可能である。しかも、刑法

上の所有権の帰属は、民事法の規定とその解釈を前提としながらも、必ずしもこれに拘束さ

れるものではなく、刑法的保護の必要性という観点からの検討が重要とされているが、これ

に対し、租税法は、種々の経済活動ないし経済現象を課税の対象としているところ、それら

の活動ないし現象は第１次的に私法によって規律されているから、課税は原則として私法上
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の法律関係に即して行われるべきである。 

したがって、刑法の業務上横領罪における被害者の特定と所得税法上の所得源泉とが必ず

しも一致しなければならないものではない上、別件刑事事件における裁判所の認定は、本件

訴訟に対する関係においては法的効力を有するものではないのであって、被控訴人の主張が

信義に反するなどということもない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、被控訴人のした本件各更正処分等は適法であって、その取消しを求める控訴人の

本件請求は理由がないから、これを棄却すべきであると判断する。 

その理由は、次のとおり原判決を補正し、後記のとおり当審における主張に対する補足説明を

付加するほか、原判決「事実及び理由」欄の「第３ 争点に対する当裁判所の判断」に記載され

たとおりであるから、これを引用する。 

(1) 原判決８７頁１８行目の「被告は、」から８８頁２０行目の「もっとも、」までを削る。 

(2) 原判決９４頁９行目の「記載があること」を「記載があるほか、Ｍに対しプロパン、警備、

電気工事代金として１９７１万８０００円を支払ったとする内容虚偽の領収証（乙７）に基づ

いて、その支払が出金欄に計上され、あたかも上記代金を支払うために控訴人の貸付けが行わ

れたかのような体裁がとられていること」に改める。 

(3) 原判決９５頁１１行目の「８９」の次に「、９０」を加え、同９８頁１９行目の「Ｂに対

し」を「Ｂ又は親の会のいずれに対しても」に、同９９頁２行目の「記載があること」を「記

載があるほか、この控訴人からの借入れがＬに対する架空の設備追加工事代金の支払のために

されたかのような体裁がとられていること」にそれぞれ改める。 

(4) 原判決９９頁１９行目の「１０日時点」を「１７日時点」に、同行から２０行目にかけて

の「記載があると」を「記載があるほか、Ｍに対し実習用地地盤改良工事代金として５８８万

円を支払ったとする内容虚偽の領収証（乙６）に基づいて、その支払が同月２８日付けで出金

欄に計上され、あたかもその支払の一部に上記残高相当額が充てられたかのような体裁がとら

れていることが」にそれぞれ改める。 

(5) 原判決１００頁８行目の「そうすると、」の次に「実際には本件寄附口口座から同日に７５

万３７６４円の払戻しがされていないとはいえ（乙２)、」を加え、同１９行目から２０行目に

かけての「記載があること」を「記載があるほか、この控訴人からの借入れがＭに対する架空

の実習用地地盤改良工事代金の支払のためにされたかのような体裁がとられていること」に改

める。 

(6) 原判決１０１頁１９行目から２０行目にかけての「記載があること」を「記載があるほか、

Ｍに対し電気工事代金として２４６万７５００円を支払ったとする内容虚偽の領収証（乙１４）

に基づいて、その支払が出金欄に計上され、あたかも上記代金を支払うために控訴人の貸付け

が行われたかのような体裁がとられていること」に改める。 

(7) 原判決１０３頁１行目の「記載があること」を「記載があるほか、Ｍに対し用水面補修工

事代金として２８３万５０００円を支払ったとする内容虚偽の領収証（乙８）に基づいて、そ

の支払が出金欄に計上され、あたかも上記代金を支払うために控訴人の貸付けが行われたかの

ような体裁がとられていること」に改める。 

(8) 原判決１０４頁１５行目の「本件会費口会計」を「本件寄附口会計」に、同１０６頁８行

目から９行目にかけての「記載があること」を「記載があるほか、Ｍに対し周辺農道補修整備
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工事代金として６３０万円を支払ったとする内容虚偽の領収証（乙１５）に基づいて、その支

払が出金欄に計上され、あたかも上記代金を支払うために控訴人の貸付けが行われたかのよう

な体裁がとられていること」に、同２０行目の「６３０万円」を「４１９万３６６２円」にそ

れぞれ改める。 

(9) 原判決１０７頁１２行目の「したがって、」の次に「実際には本件寄附口口座から同日に２

８万４０５３円の払戻しがされていないとはいえ（乙２)、」を加え、同１１４頁１２行目の「５

６万７５００円」を「３６万７５００円」に改める。 

(10) 原判決１１６頁１４行目の次に、以下のとおり加える。 

「 しかも、証拠（乙２、１７、９８、１００の１) 及び弁論の全趣旨によれば、平成１１

年３月９日、本件会費口口座から本件寄附口口座に２９７万５０００円が送金され、翌１

０日、控訴人が本件寄附口口座から本件寄附口会計を経由して「親の会返済」の名目で２

９７万５０００円の金員を引き出し、出金処理したこと、その返済の根拠として作成され

たＮが２９７万５０００円で圃場新設工事を行ったとする親の会との請負契約書及び親

の会宛の領収証（乙９の１・２) は、架空工事を対象としたものであったことが認められ

る。そうすると、上記の金員は、架空の工事代金の支払名目で親の会から詐取されたもの

ということができるのであり、少なくとも親の会が負担すべき債務ではないから、本件寄

附口口座から得た控訴人の利得とみるべきである。」 

２ 当審における主張に対する判断 

(1) 本件出納簿について 

ア 控訴人は、本件出納簿は、日々の金銭の入出金を記録したものではなく、Ｏから示された

領収書類等が虚偽の文書であるなどとは思わずに、Ｏの説明を信じて、本件寄附口口座の入

出金とＡ学園の工事費や物品購入費の支払時期とをなるべく関連付ける形で作成したもの

であるから、本件出納簿の記載に基づき、実際には存在しない現金の移動を前提として所得

認定をした本件各更正処分は違法であると主張する。 

イ しかし、控訴人が作成した本件出納簿は、入金欄には、主に本件寄附口口座から控訴人が

払い戻した金員が記載され、出金欄には、この入金に呼応するように控訴人が本件寄附口会

計から引き出して使用した金員が記載されていて、本件寄附口会計の現金出納を示す帳簿で

あることが一見して明らかである。そして、その入金欄を子細にみると、本件寄附口口座か

らの払戻しに係る金員が振込料や手数料等の少額なものを除き、当該通帳（乙２）のとおり

ほぼ正確に反映されているほか、本件会費口口座から控訴人が出金して、本件寄附口口座に

は入金せずに本件寄附口会計に入金扱いとした金員、日付は異なるものの控訴人がＢ名義の

預金口座から引き出した丁寄附分及び戊寄附分に係る金員、控訴人自身において貸し付けた

り返済をした事実のないことを自認する金員が記載されているから、貸付けや返済を装った

ものを除いて入金状況が正確に把握できるといえ、これに対応した出金状況も正確に記載さ

れていることが十分に認められるものといえる。以上に加え、控訴人は、税務調査において、

本件寄附口口座からの払戻しに係る金員等を適切に使用したことの証拠として本件出納簿

を提出したほか、本件寄附口口座を保有する親の会の乙会長に対しても、本件出納簿を根拠

として、本件寄附口口座からの払戻しに係る金員等を正当な目的で費消した旨説明していた

ことを考え合わせると、本件出納簿は、控訴人が本件寄附口会計の現金勘定に入金された金

員の具体的な使途を対外的に証明するために作成されたものと認めることができるという
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べきである。 

したがって、本件出納簿は、本件寄附口口座からの払戻しに係る金員を含め、本件寄附口

会計における現実の金銭の流れが記載されたものであり、後記のとおり摘要欄の信憑性は別

として、その点に関する証明力はあるというべきであるから、この点に関する控訴人の主張

は採用できない。 

ウ 控訴人は、Ｏから領収書類等を示されて本件出納簿を作成する際、その文書が虚偽である

とは思わず、Ｏの説明を信じていた旨主張するが、失当というべきである。 

すなわち、控訴人は、Ｏから交付された領収書類等が偽造又は虚偽のものであったことを

認めているところ、本件出納簿を作成したときの状況について、税務調査を受けて本件寄附

口口座からの出金等の使途を説明する必要に迫られ、Ｏに対し領収書類等の資料を提示する

よう求め、Ｏは、控訴人の申し出を受けて本件各工事の領収書類等を交付したが、その際、

Ｏの指示でその場にいたＭの社員と控訴人とで金額欄を記入し、かつ、本件寄附口口座から

の出金額に近い領収書を選び出して、その出金の日をもって領収書の日付欄を記入した旨陳

述している（甲６２）。控訴人の上記陳述によっても、Ｏの提示した領収書類等の作成に控

訴人も関わっているというのであり、しかも、その金額欄や日付欄の記入経緯からしても、

金銭の使途説明についてつじつま合わせをしようと画策したことがうかがわれ、領収書類等

が虚偽のものとは知らなかったなどという控訴人の主張は採用できない。 

また、証拠（甲４０、４１、５２、乙３３、４２、４４、４５、４８）によれば、控訴人、

Ｏ、理事のｅ及びＮのＳ社長は、Ａ学園の施設の建設や運営に関連して、入園者の保護者か

ら集めた寄附金や国等から交付される補助金の一部を不正に領得し、自らの利益を図る謀議

をしたこと、その具体的な方策は、Ａ学園の建設費や什器備品等の施設関連費について、代

金を水増しした領収書類を作成したり、架空請求を仕立て上げたりして、その分をＢや親の

会から支出させて領得するというものであったことが認められる。また、控訴人自身、別件

刑事事件の捜査官に対する取調べにおいて、ＳからＢの設立資金として多額の金員を借りた

ため、Ｏ、ｅ、Ｓらが工事代金を水増ししていることを知りながら、その支払をして借金の

返済をしていて、自らも、施設で使用する物品の購入に当たって、Ｕというペーパー会社を

設立し、これを介して架空の支払や過剰な支払を行って着服を働いた旨、不正な利得を得た

方策について具体的に供述している（乙３３）。 

以上を考え合わせると、控訴人が主張するように、本件出納簿の作成に当たってＯから領

収書類等の交付を受けたとしても、控訴人は、これが虚偽のものであることを当然に了解し

ていたといえるのであり、少なくとも本件で問題とされた本件出納簿の摘要欄の記載は、控

訴人において、金員の使途を取り繕って不正に受領ないし費消した事実を隠ぺいし、又は仮

装したものということができる。 

(2) 本件９０００万円手形による貸付けについて 

控訴人は、Ｏに騙されて本件９０００万円手形を振り出し、その後、本件Ｅ学園手形に切り

替えたものの、Ｂに工事代金の未払があると信じて、その手形を決済することにより、相当額

をＢに貸し付けた旨主張する。 

しかし、控訴人の主張によれば、控訴人は、自己を振出人とする本件９０００万円手形を振

り出した後、直ちにＯに求められてＥ学園振出しの本件Ｅ学園手形に切り替えたというのであ

るから、Ｅ学園としてＡ学園の建設工事費を支払うべき根拠が見出し難いことも考慮すれば、
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Ｂの未払工事代金に充てる意図で振り出したというより（なお、この点を認めるに足りる証拠

はない。）、Ｅ学園が資金調達を図る目的で振り出したとみるのが自然である。また、控訴人は、

本件Ｅ学園手形の決済資金の調達方法として、本件寄附口口座から出金した分で約５５００万

円、Ｂが金融機関から借り入れた分で約２７５０万円、控訴人が立て替えた分で約８７０万円

を賄ったと陳述しているところ（甲６３)、控訴人の立替分についての真偽はともかくとして

も、そのほとんどの決済資金は控訴人が用立てたものでないことから、控訴人が自ら決済して

その相当額を貸し付けたとみることができない（なお仮に、控訴人による貸付けがあったとし

ても、その貸付先は、Ｂではなく、Ｅ学園である。）。 

さらに、控訴人も自認するとおり、控訴人はＯに騙されて本件９０００万円手形を振り出し

たのであり、真実はその当時においてＢに工事代金の未払はなかったというのであるから、た

とえ控訴人が手形の決済資金を拠出したとしても、Ｏに対し損害賠償請求権を取得することが

あり得るのはともかくとして、Ｂに対し立替払請求権を取得するとか、貸金請求権を取得する

という根拠を見出すことはできない。 

したがって、控訴人が本件９０００万円手形（本件Ｅ学園手形）を決済したからといって、

その決済資金相当額の返済を本件寄附口口座や本件寄附口会計から受けることはできないの

であって、これに反する控訴人の主張は採用できない。 

(3) 本件寄附口口座の法的性質について 

ア 被控訴人は、本件寄附口口座（本件寄附口口座に係る預金債権を意味すると考えられる。）

が親の会に帰属するとの主張を弁論で陳述しているところ、控訴人もその旨陳述しているこ

とにより、この事実について裁判上の自白が成立すると主張する。 

所得税についての課税処分の取消訴訟において、当事者の攻撃防御方法の対象となる主要

事実は、所得を構成する要素である収入金額と必要経費等の各金額がまずこれに該当すると

解されるが、これにとどまらず、各種所得の種類を区分する要素となる具体的事実、すなわ

ち、所得発生原因事実もまた主要事実であると解すべきである。 

なぜなら、課税標準である総所得金額（所得税法２２条１項、２項）を構成する各種所得

は、利子所得（同法２３条）、配当所得（同法２４条）、不動産所得（同法２６条）、事業所

得（同法２７条）、給与所得（同法２８条）、譲渡所得（同法３３条）、一時所得（同法３４

条）あるいは雑所得（同法３５条）に区分されるが、その所得の種類ごとに収入金額の発生

原因となる事実が異なるのみならず、所得の計算方法も異なり、収入金額あるいは総収入金

額から必要経費その他の費目を控除するか否か、控除する場合の費目の内容がそれぞれ異な

っている。そうすると、課税処分の対象となる所得の種類がいずれであるかは、所得の収入

金額あるいは総収入金額の認定や算出についても、また、所得の計算に当たって控除すべき

必要経費その他の費目の有無や種類あるいは金額の計算についても、その前提となるのであ

り、所得金額を確定させる基本的かつ重要な要素といえる。したがって、各種所得の発生原

因事実は、納税義務者の所得税に関する権利ないし法的地位を発生、変更又は消滅させる法

律効果を直接発生させる事実であるといえるから、課税処分の取消訴訟において、当事者の

攻撃防御方法の対象となる主要事実であると解すべきことになる。 

以上によれば、本件において、本件寄附口口座が親の会に帰属するのかＢに帰属するのか

は、その認定の違いにより、控訴人の収入が雑所得であるか、給与所得であるかが異なり、

これにより収入金額あるいは総収入金額から控除される費目や額が異なることになるので
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あるから、本件各更正処分の適否を審理する本件訴訟においても、控訴人の法的地位を直接

変動させる主要事実と解される（実質的にみても、本件訴訟における基本的かつ重要な攻撃

防御方法となっていることが明らかである。）。 

イ 以上を前提に検討すると、被控訴人は、本件寄附口口座が親の会に帰属すると主位的に主

張し、控訴人もまた第１次的にはこれが親の会に帰属すると主張しているのであるから、こ

の点について、裁判上の自白が成立しているというべきである。 

控訴人は、控訴人の主張は、被控訴人の主張に対応して、本件寄附口口座の帰属が親の会

であるかＢであるかを選択的に主張しているとして、裁判上の自白が成立しないと主張する。

しかし、控訴人のいう選択的な主張は、その態様に照らし、選択な主張をすることが訴訟上

認められない相矛盾した主張であるのみならず、控訴人は、本件訴訟の当初において、本件

寄附口口座が親の会に帰属すると主張し、その後もこの主張を維持しているのであるから、

控訴人の主張を前提としても、この点について裁判上の自白が成立していることに変わりが

ない。控訴人の主張は、失当である。 

ウ しかしながら、本件訴訟の審理経過に鑑み、念のため、本件寄附口口座の帰属について検

討しておくと、前記前提事実に加えて、証拠（甲６２、６３、乙８８、９５ないし９７）に

よれば、次の事実が認められる。 

(ア) 控訴人は、Ａ学園の開設に先立ち、Ｏらと謀議の上、その建設費に充てるとともに一

部を不当に利得することを図って、入所希望者の保護者から寄附金を集めていたが、入所

前に寄附金を募ることは寄附の強要につながることになって好ましくないとの指導を埼

玉県から受けたため、入所予定者の保護者による親の会を作り、そこに寄附金を集めよう

と計画した。そこで、控訴人は、平成１０年１月中旬ころ、Ｏに紹介された乙会長を訪ね、

入所予定者の保護者で構成するＧ学園保護者会の会長に就任することを要請し、乙会長は、

同月２１日、これを了承して、控訴人の求めに応じてＦ信用金庫八潮南支店に「Ｇ学園親

の会代表幹事、乙」名義のＧ口座を開設し、次いで、正式名称がＡ学園に変更されたこと

に伴い、同年２月５日、同支店に「Ａ学園支援する親の会会長、乙」名義の本件寄附口口

座を開設し、Ｇ口座の残高を本件寄附口口座に移した。 

(イ) 乙会長は、入所者の保護者として施設の建設や運営に協力するのは資金面の援助を含

めて当然のことと考え、本件寄附口口座が寄附金を受け入れるためのものであることを了

解していた。また、乙会長は、Ｇ口座の開設当初は自ら通帳と印鑑を管理していたが、自

宅と上記金融機関の支店とは距離が離れていて、預金の引き出しが難儀であることも手伝

って、本件寄附口口座を開設してからは、その通帳と印鑑を控訴人に預け、控訴人がＡ学

園の建設費や施設運営費に充てるという正当な目的に限って預金を払い戻すことを了承

していた（本件のように、水増し請求や架空請求に係る工事代金、架空の貸付金、又はＢ

や親の会が負担すべきでない債務の支払のために引き出すことまで了承していたもので

はないことが明らかである。）。 

(ウ) 控訴人は、乙会長から預かった通帳や印鑑を用いて、本件寄附口口座に入金された保

護者からの寄附金を随時引き下ろすなどしていた。控訴人は、保護者のＢに対する寄附金

について、半額はＡ学園名義の領収証を発行し、残りの半額は親の会名義の寄附受領証を

発行して、前者についてのみ法人の本部会計に入金して寄附金台帳等に記載するという経

理処理を行っていた。 
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(エ) Ａ学園が開設した直後の平成１０年４月５日、親の会が正式に発足し、規約も制定さ

れ、乙会長がそのまま会長に就任した。乙会長は、保護者から寄附金の入金確認を直接受

けることもあったので、本件寄附口口座の入出金の状況を随時把握しておきたいと考え、

同年５月１８日、同口座を開設した金融機関に対しファックスアンサーサービスを申し込

み、入出金があった際にファックスでその内容を知らせてもらうこととした。 

上記認定によれば、本件寄附口口座は控訴人の働きかけにより開設され、かつ、通帳や印

鑑は控訴人が管理して、払い込まれた寄附金を控訴人が随時引き下ろしていたのであるが、

保護者から払い込まれた寄附金はＡ学園の建設費や施設運営費に充てる目的で使用される

ことが前提となっていて、乙会長も、その前提の下に控訴人に対し通帳や印鑑を預けたので

あって、控訴人が口座の資金を自由に処分できるわけではなかった。また、寄附金を出捐す

る保護者は、Ｂに寄附する目的で本件寄附口口座に送金するのであるが、それは親の会を通

じてＢのために寄附金が使用されることを意図していたといえるのであって、乙会長に入金

確認をする保護者もいたことからしても、本件寄附口口座がＢに直接に帰属すると考えてい

たということにはならない。 

したがって、本件寄附口口座は、当事者双方が第１次的に主張するとおり、親の会に帰属

するものと解することができることになる。もっとも、別件刑事判決（乙３２）は、本件に

係る不正利得の一部である平成１１年６月２日付けの４２０万円及び同月４日付けの３６

７万５０００円について、控訴人はこれらの金員をＢのため本件寄附口口座で業務上預かり

保管中であったところ、これらを自己が管理する他の預金口座に振込入金して着服横領した

と認定している。しかし、別件刑事判決は、控訴人が、本件寄附口口座は親の会に帰属し、

控訴人は親の会の乙会長の了解の下に親の会に対する控訴人の貸付金の返済としてその預

金の払戻しを受けたと主張して、当初は公訴事実を否認し争っていたのを、一転して罪状全

部を認めたことを前提にされた判決であり、本件寄附口口座の私法上の帰属が争点とされた

わけではなく、これについて認定しているとは解されない。要するに、別件刑事事件は、本

件寄附口口座が親の会に帰属するか否かにかかわらず、保護者が入金した寄附金はＢのため

に使用されるべきことが親の会を含めて関係者において了解されていたから、同口座を管理

してＢのために出金することを任されていた控訴人の着服行為による被害者は、寄附先のＢ

であると実質的にいえることを前提とした認定、判断とも解することができるのであって、

本件訴訟において、本件寄附口口座の私法上の法的地位としての帰属者が親の会であると認

定することは、必ずしも別件刑事事件における認定と齟齬するものとはいえない。 

エ 以上のとおり、本件寄附口口座は親の会に帰属するものと解すべきであるから、本件寄附

口口座がＢに帰属することを前提として控訴人の利得が給与所得に該当するとし、控訴人の

納付すべき税額等を算定した被控訴人の予備的主張については、判断しない。 

(4) 本件寄附口口座の帰属に関する被控訴人の主張について 

控訴人は、別件刑事判決は本件寄附口口座がＢに帰属することを前提に控訴人に刑罰を科し

たところ、本件の税務訴訟（及び本件各更正処分等）において被控訴人がこれと異なる主張を

することは、国家権力の行使方法として信義に反し、禁反言の原則に反するから許されないと

主張する。 

しかし、上記のとおり、別件刑事判決は本件寄附口口座の私法上の帰属についてまで認定し

ているわけではなく、控訴人が同口座に入金された寄附金をＢのために保管していたと認定し
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ているのであるから、控訴人の主張は前提を欠く。また仮に、別件刑事判決が本件寄附口口座

の帰属先がＢであると認定し、同事件において検察官もその旨主張していたとしても、弁論主

義の適用を受ける本件の税務訴訟において、被控訴人が、相手方当事者の主張や立証を前提と

して、刑事事件とは別個の資料等に基づき、本件寄附口口座の帰属先について異なる主張をす

ることが禁じられるいわれはなく、それが国家権力の行使方法として信義に反するとはいえな

いというべきである。 

控訴人の主張を採用することはできない。 

第４ 結論 

よって、控訴人の本件請求は理由がないから、これを棄却した原判決は正当であって、本件控訴

は理由がない。 
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